
第１０期介護保険事業計画作成のための地域分析・検討結果記入シート
保険者名 八潮市

R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5

受給率
（施設サービス）

D2 ％
見える化・時系列
（各年度3月時点）

2.0 2.0 2.1 2.5 2.5 2.6 2.7 2.7 2.9

受給率
（居住系サービス）

D3 ％
見える化・時系列
（各年度3月時点）

1.3 1.5 1.4 1.3 1.5 1.5 1.3 1.2 1.4

受給率
（在宅サービス）

D4 ％
見える化・時系列
（各年度3月時点）

8.1 8.2 8.7 8.3 8.5 8.9 10.2 10.4 10.5

受給者1人あたり給
付月額（在宅および
居住系サ－ビス）

D15-a 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

128,400 130,069 132,818 127,132 127,803 130,601 130,300 130,072 132,661

受給者1人あたり給
付月額（在宅サービ
ス）

D15-b 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

114,596 116,569 120,249 114,719 114,920 117,360 119,152 118,718 121,225

受給者1人あたり給
付月額（訪問介護） D17-a 円

見える化・時系列
（各年度3月時点）

62,266 67,660 75,108 59,927 62,037 65,244 75,248 76,919 80,033

受給者1人あたり利
用日数・回数（訪問介
護）

D31-a 回
見える化・時系列
（各年度3月時点）

20.3 22.2 24.3 19.8 20.4 21.3 25.6 26.2 22.7

受給者1人あたり給
付月額（訪問入浴介
護）

D17-b 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

60,495 57,694 57,482 62,158 61,010 61,462 62,640 61,810 63,050

受給者1人あたり利
用日数・回数（訪問入
浴介護）

D31-b 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

4.8 4.6 4.6 4.9 4.8 4.8 5.0 4.9 4.9

受給者1人あたり給
付月額（訪問看護） D17-c 円

見える化・時系列
（各年度3月時点）

40,305 41,453 42,582 41,987 41,896 42,168 41,445 41,295 41,639

受給者1人あたり利
用日数・回数（訪問看
護）

D31-c 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

7.4 7.5 7.7 8.8 8.8 8.9 8.9 8.9 9.0

受給者1人あたり給
付月額（訪問リハビリ
テーション）

D17-d 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

37,660 39,098 38,155 36,883 35,970 36,674 34,160 33,674 34,290

受給者1人あたり利
用日数・回数（訪問リ
ハビリテーション）

D31-d 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

11.8 12.3 12.1 12.5 12.1 12.4 11.7 11.5 11.7

受給者1人あたり給
付月額（居宅療養管
理指導）

D17-e 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

13,278 13,546 13,812 13,974 14,119 14,602 12,220 12,382 12,797

受給者1人あたり給
付月額（通所介護） D17-f 円

見える化・時系列
（各年度3月時点）

91,326 93,156 94,084 86,141 84,591 85,571 84,961 83,257 84,468

受給者1人あたり利
用日数・回数（通所介
護）

D31-e 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

11.2 11.4 11.3 11.0 10.8 10.9 11.0 10.7 10.8

受給者1人あたり給
付月額（通所リハビリ
テーション）

D17-g 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

61,251 65,612 66,112 61,472 60,197 60,919 59,650 58,136 58,919

受給者1人あたり利
用日数・回数（通所リ
ハビリテーション）

D31-f 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

6.5 7.2 7.3 6.2 6.1 6.1 5.9 5.7 5.7

受給者1人あたり給
付月額（短期入所生
活介護）

D17-h 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

121,090 116,899 122,162 120,465 119,167 118,636 109,768 108,557 106,700

受給者1人あたり利
用日数・回数（短期入
所生活介護）

D31-g 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

14.3 13.6 13.9 14.0 13.7 13.5 12.9 12.7 12.4

受給者1人あたり給
付月額（短期入所療
養介護）

D17-i 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

55,912 60,058 62,443 103,685 104,429 102,573 92,181 91,341 90,321

受給者1人あたり利
用日数・回数（短期入
所療養介護）

D31-h 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

4.4 5.2 5.2 9.0 9.1 8.8 8.2 8.1 7.9

受給者1人あたり給
付月額（福祉用具貸
与）

D17-j 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

12,670 12,696 12,957 12,638 12,885 13,011 11,778 11,966 12,126

受給者1人あたり給
付月額（特定施設入
居者生活介護）

D17-k 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

183,998 179,723 185,906 181,990 186,402 189,600 181,729 184,041 187,186

受給者1人あたり給
付月額（介護予防支
援・居宅介護支援）

D17-l 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

13,235 13,366 13,258 13,486 13,619 13,626 13,051 13,138 13,148

受給者1人あたり給
付月額（小規模多機
能型居宅介護）

D17-p 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

209,536 207,939 216,696 193,961 198,363 200,831 188,920 191,607 193,706

受給者1人あたり給
付月額（認知症対応
型共同生活介護）

D17-q 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

258,748 262,058 266,304 261,886 263,981 268,688 258,169 260,639 264,722

受給者1人あたり給
付月額（地域密着型
通所介護）

D17-t 円
見える化・時系列
（各年度3月時点）

60,290 58,567 53,963 71,694 70,848 70,238 76,704 74,762 74,616

受給者1人あたり利
用日数・回数（地域密
着型通所介護）

D31-j 日
見える化・時系列
（各年度3月時点）

9.0 8.7 8.4 9.3 9.1 9.1 9.7 9.4 9.4

（参考）

R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5

認定率 B4-a ％
見える化・時系列
（各年度年報）

14.6 15.4 16.1 16.2 16.7 17.3 18.9 19.0 19.4

調整済み認定率 B5-a ％
見える化・時系列（他地域と
比較）
（各年度年報）

15.2 15.3 15.3 15.9 15.7 15.8 16.6 16.3 16.4

調整済み重度認定率
（要介護３～５） B6-a ％

見える化・時系列（他地域と
比較）
（各年度年報）

5.3 5.4 5.3 5.6 5.5 5.5 5.6 5.5 5.5

調整済み軽度認定率
（要支援１～要介護
２）

B6-b ％
見える化・時系列（他地域と
比較）
（各年度年報）

9.9 9.9 10.0 10.3 10.1 10.3 11.0 10.8 10.9

活用データ名・
指標名

指標
ID

単位 備考

データの値

全国平均等との乖離
について理由・問題点
等の考察（仮説の設定）

設定した仮説の
確認・検証方法

問題を解決するための
対応策（理想像でも可）

自保険者 都道府県平均 全国平均
全国平均等
との比較

今後も介護予防事業に
力を入れて、介護認定が
不必要な受給者を増や
すことにより、受給率の
維持を図る。

受給者1人あたり給
付月額及び日数・
回数（訪問リハビリ
テーション）が全国
平均よりも高い。

受給者1人あたり給
付月額（居宅療養
管理指導）が全国
平均よりも高い。

受給者1人あたり給
付月額及び利用日
数・回数（短期入所
生活介護）は令和
３年度以降全国平
均を上回っている。

訪問リハビリテーションについ
ては、一人当たり給付月額及
び日数・回数は全国平均比べ
て高い状態が続いており、身
体状況に鑑みて必要な利用
者にとっての需要は依然とし
て高いと考えられる。

居宅療養管理指導が全国平
均よりも高い理由について、
通院困難で施設サービスを利
用せず在宅で生活している利
用者が多いのではないか。

受給者の高齢化に伴い、要介
護度の高い被保険者に対して
施設サービスの需要が高まる
中、短期入所生活介護が、在
宅生活できない被保険者の受
け皿になっているのではない
か。

訪問リハビリテーションについて、D32-d受給率（訪問リハビ
リテーション）（要介護度別）地域別で確認してみると、全国
0.4％のところ八潮市0.9％と受給率が高くなっている。
また、重度認定率が全国平均と同程度なのに対し、K1-ｃ
サービス提供事業所数（介護老人保健施設）では、全国3.4
施設のところ八潮市1.1施設と少ない。このことから施設入所
ができない利用者が、在宅で訪問リハビリテーションのサー
ビスを利用しながら生活していると考えられる。

居宅療養管理指導について、D32-e受給率（居宅療養管理
指導）（要介護度別）地域別で確認してみると、全介護度にお
いて全国2.9％のところ八潮市3.4％、そのうち要介護1が全国
0.6％のところ八潮市0.9％と受給率が高くなっている。

D32-d受給率（訪問リハビリテーション）（要介護度別）地域別
で確認してみると、要介護1、要介護2が全国0.1％のところ八
潮市0.2％と、要介護1、要介護2の訪問リハビリテーション利
用者が多いことがわかり、通院困難で訪問診療の利用者が
多いと考えられるため、併せて居宅療養管理指導利用者も
多いのではないかと考えられる。

D38在宅・居住系サービス利用者割合で確認してみると、要
介護4が全国54.1%のところ八潮市65.1%、要介護5が全国
49.9%のところ八潮市54.7%であり、ここから施設サービスを利
用せずに在宅で生活している利用者が多いと考えられる。

D2より施設サービスの受給率を見ると、八潮市は全国平均
に比べて受給率が低く、K1-a～eサービス提供事業所数で
は、すべての種別の施設サービス事業所数において、全国
平均を下回っている。

要介護度が高く、在宅で
生活している利用者につ
いて、ケアマネジャーが
必要なサービス量を適切
に見込んでいるか、給付
適正化事業によるケアプ
ラン点検を行い、個々の
利用者が真に必要とする
サービスの確保を図る。

居宅療養管理指導につ
いて、令和3年4月介護報
酬改定より在宅の利用者
であって通院が困難なも
のに対して定期的に訪問
して指導等を行った場合
の評価と明確化されてお
り、国保連合会介護給付
適正化システムを活用し
て、要介護認定調査結果
に対し、適正にサービス
提供が行われているか確
認をして介護給付の適正
化を図る。

在宅で生活できない受給
者のニーズに対応するた
め、施設サービス、居住
系サービス、小規模多機
能型居宅介護等の提供
体制の整備を進める。

施設サービス、在
宅サービスの受給
率について、全国
平均よりも低いが
経年変化は施設
サービスは横ば
い、在宅サービス
は令和５年度より
自保険者、都道府
県平均共に上昇幅
が大きい。
一方、居住系サー
ビスの受給率は横
ばいで、全国平均

特に在宅サービスの受給率が
低い理由は認定率が低いた
めであると考えられる。

全国平均に比べて、介護予防事業の利用者が多く、認定率
が低いため、在宅サービスの受給率が低いと考えられる。

活用データ名・
指標名

指標
ID

単位 備考

データの値

自保険者 都道府県平均 全国平均

認定率、調整済み
認定率、調整済み
重度認定率
、調整済み軽度認
定率については、
全国平均よりも低
いが、経年変化を
見ると、全国平均よ
りもやや上昇幅が
大きい。

全国平均よりも認定率が低い
理由は、介護予防事業の利
用者が多いためと考えられ
る。
しかし、後期高齢者の割合増
により、介護認定を受ける者
が増加していると考えられる。

一般介護予防事業に加え、フレイルチェック事業を拡充する
ことにより加齢による身体機能の低下を予防しているため、
認定率が低いと考えられる。
一方で、後期高齢者割合が令和３年度末（令和４年３月末）
で55.3%だったが、令和５年度末（令和６年３月末）では59.6%
と増加しており、その後も増加傾向は続いている。
これらのことから、認定率の増加は、被保険者の高齢化によ
るものと考えられる。

高齢化による認定率の増
加は避けられないが、今
後も介護予防事業に力を
入れて、介護認定が不必
要な利用者を増やすこと
により、認定率増加の緩
和を図る。

全国平均等との乖離
について理由・問題点
等の考察（仮説の設定）

設定した仮説の
確認・検証方法

問題を解決するための
対応策（理想像でも可）

全国平均等
との比較


